
建築設計及び工事監理業務委託候補者評価名簿作成要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、佐賀県県土整備部建築住宅課（以下「建築住宅課」という。）が発注する、

建築物及び附帯施設に係る建築設計及び工事監理業務（設備単独工事に係る設計及び工事監

理業務を除く。以下「設計等業務」という。）について、当該業務の品質が公共施設の品質確

保を図る上で重要な役割を果たすものであることに鑑み、当該業務の受注者として適した候

補者の『建築設計及び工事監理業務委託候補者評価名簿（以下「評価名簿」という。）』を作

成するための必要な事項を定める。 

 

（候補者） 

第２条 佐賀県県土整備部建築住宅課長（以下「課長」という。）は、佐賀県建設工事等入札参

加資格の審査等に関する規則（昭和２８年佐賀県規則第２１号。以下「県規則」という。）に

基づき入札参加資格の決定を受けた県内建築士事務所のうち、次の各号に掲げる資格基準に

適合する者を候補者とする。 

(1) 建築士法（昭和２５年法律第２０２号。以下「法」という。）第２３条の規定に基づく登

録を受けた一級建築士事務所であること。 

(2) 法第２３条第１項に規定する業務の営業実績を２年以上有する者であること。 

(3) 直近２ヶ年の設計等業務の契約件数の合計が２件以上かつ受注実績の合計金額が３００

万円以上であること。 

(4) 直近２ヶ年において、法令による処分を受けていない者であること。 

(5)  建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条の規定に基づく建設業者の場合は、県内

に本店を有する事業者であること。 

 

（評価名簿の作成） 

第３条 課長は、前条の候補者に対して調査を行い、次の各号に掲げる客観的要素及び技術的

要素により業務執行能力等を評価し、評価名簿を作成するものとする。 

なお、評価点の配点は、客観的要素１１０点、技術力要素２００点の合計３１０点を上限

とする。 

(1) 客観的要素 所属技術者の構成、営業年数、受注実績、事務所及び技術者の活動による加

点要素、その他の要素及び建築基準法等の遵守の項目について、別表１客観的評価表により

評価点を算出する。 

なお、所属技術者の構成に係る能力点については、別表２能力点評価表により算出する。 

ただし、所属技術者が雇用保険に加入していない場合（所属技術者が専従者及び６５歳以

上の新規雇用者である場合を除く。）の人数の算定は０．５人とし、能力点は、能力点評価表

に０．５を乗じて得た値とする。 

(2) 技術的要素 建築住宅課が発注した施設整備に係る設計等業務において、「建築設計及び

工事監理業務委託の成績評定要領」に基づき行われた業務成績評定のうち、直近２ヶ年の業



務成績評定点の平均点を評価点とする。 

なお、評価点は、建築設計業務と工事監理業務のそれぞれの業務成績評定点の平均点（業

務成績評定点のある業務のみを対象として算出した平均点）を算出し、合計するものとする。 

ただし、業務成績評定を省略された業務の契約のみの場合で、佐賀県（建築住宅課、資産

活用課、ＳＡＧＡサンライズパーク整備推進課、教育庁教育総務課、警察本部会計課に限る。）

が発注した設計等業務の契約実績がある場合は６５点、それ以外は６０点の評価点とする。 

２ 算出された評価点は、小数点以下を四捨五入する。 

３ 課長は、当該評価結果を基に順位付けを行い、前条の候補者に通知するものとする。 

４ 評価名簿の作成は、２年毎に行うものする。 

 

（評価名簿からの削除等） 

第４条 課長は、評価名簿に登載されている建築士事務所（以下、「名簿登載事務所」という。）

が次の各号のいずれかに該当する場合は、その事実を覚知した時点で評価名簿から削除する

ものとする。 

(1) 県規則に基づく佐賀県建設業者施行能力等級表（建設関連業）の建築士事務所登録欄よ

り抹消された場合 

(2) 第２条第１項第１号に適合しなくなった場合 

(3) 法に基づく監督処分（戒告、業務停止）が行われた場合 

(4) 建築士事務所調査票等に虚偽の内容が記載されていることが判明した場合 

(5) その他、その業務に関連して重大な信用失墜行為が行われた場合 

２ 課長は、前項の規定により評価名簿から削除された建築士事務所が、同項の規定に該当し

ないものとして評価名簿に再度登載されることを希望した場合、第２条第１項各号に掲げる

基準に適合しているかどうかについて第３条第１項の調査を行うことができるものとする。 

 

（評価名簿の見直し） 

第５条 名簿登載事務所の代表者は、建築士事務所の商号や所属する建築士の数など、建築士

法第２３条の５に係る変更及び入札参加資格登録事項に変更があったときは、速やかに変更

内容を課長に届け出なければならない。なお、届出や連絡がなされず、指名や契約に影響を

与えた場合には、業務に関する不誠実な行為として取り扱うことができるものとする。 

２ 課長は、前項の届け出があったときや名簿登載内容の変更を知り得たときは、所属する建

築士の数や雇用保険加入状況等の変更に応じ、評価名簿を変更することができる。 

３ 課長は、前条第２項による調査の結果、同項の基準に適合している場合は、評価名簿に登

載することができる。 

４ 課長は、前２項に係る評価名簿の見直しの必要があると判断した場合は、原則として半年

ごとに見直しを行うものとする。 

  



附 則 

（施行期日） 

この要領は、平成２３年２月１日から施行する。 

（適用区分） 

この要領は、平成２３年度以降の佐賀県建設業者施行能力等級表（建設関連業）に登載される

見込みの建築士事務所について適用するものとし、適用されるまでの間は、本要領策定以前

の建築設計及び監理業務適格者選考基準により作成された評価名簿を適用するものとする。 

「建築設計及び監理業務適格者選考基準」（平成１１年４月１日施行）は平成２３年１月３１

日をもって廃止する。 

（施行期日） 

この要領は、平成２７年２月１６日から施行する。ただし、第３条第１項の規定は、平成２９

月３１日までの間は、確定申告の給与支払実績により人数を評価できるものとする。 

附 則 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 この要領は、決裁の日から施行する。 

附 則 この要領は、平成３０年１月１６日から施行する。 

附 則 この要領は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則 この要領は、令和２年１２月２３日から施行する。 

附 則 この要領は、令和４年１２月１９日から施行する。 

 

  



 

別表１ 客観的評価表（第３条関係） 

区分 評価点 配分 

所属技術者 

の構成 

（申請時） 

能力点 1～75 76～ 
30 点 

評価点 能力点 ／ 2.5（小数点切上げ） 30 

営業年数 

（現事務所登録日

を基準日とする） 

年数 0～9 10～14 15～ 
10 点 

評価点 5 8 10 

受
注
実
績 

（
直
近
二
ヶ
年
の
合
計
） 

公共 

受注 

回数 

回 0 1 2～4 5～9 10～19 20～ 
10 点 

評価点 0 1 2 4 6 10 

総受 

注額 

千円 
3,000 以上 

10,000 未満 

10,000 以上 

40,000 未満 

40,000 以上 

80,000 未満 
80,000 以上 

 
10 点 

評価点 2.5 5 7.5 10 

事務所及び技

術者の活動に

よる加点要素 

考慮事項 評価点 

45 点 

○構造設計一級建築士の有無（1 人以上）（申請時点） 

○設備設計一級建築士の有無（1 人以上）（申請時点） 

○建築士事務所賠償責任保険の加入の有無（申請時点） 

○建築士事務所として建築関連団体への加入の有無、又は建築関連団

体に加入する技術者の有無（申請時点） 

〇建築関連団体の会長、副会長、理事、監事等の役員を担う技術者の

有無（直近２ヶ年） 

○佐賀の木・家、リニューアル、まちづくり賞の受賞（直近 5 ヶ年） 

〇「さがの木の建築推進協議会」の会員である技術者の有無 

3 

3 

2 

2 

 

2 

 

5 

2 

○被災建築物応急危険度判定士登録人数（人）（申請時点） 

評価点 1×登録人数（ただし、5 点を上限とする。） 

○被災建築物応急危険度判定派遣対応人数（人）（申請時点） 

評価点 2×派遣対応人数（ただし、10 点を上限とする。） 

○建築ＣＰＤ推奨単位取得者の割合（直近 1 ヶ年） 

評価点 

ＣＰＤ推奨単位取得者人数÷技術者数×20 点 

例）（公社）日本建築士会連合会 CPD  12 単位 

（一社）建築設備士技術者協会 CPD 35 単位 など 
 

 



 

その他の 

要素 

女性の活躍推進佐賀県会議の会員状況による加点 

5 点 

〇「女性の活躍推進佐賀県会議」に会員登録後、女性活躍推進宣言を行

い、内容を実施した場合、又は厚生労働大臣から「えるぼし認定」を

受けている場合 

2 

子育て応援宣言事業所の登録状況による加点 

○「さが子育て応援宣言事業所」に登録し、宣言内容を実施した場合、

又は厚生労働大臣から「くるみん認定」を受けている場合 
2 

出会い結婚応援企業の登録状況による加点 

〇「出会い結婚応援企業」に登録し、研修を受講した場合 2 

障がい者雇用の状況による加点 

〇障害者雇用促進法第43条に係る法定雇用障害者数を超える人数を雇

用している場合 
2 

エコアクション 21 認証取得による加点 

〇一般財団法人持続性推進機構が実施するエコアクション21の認証を

取得している場合 
2 

不当要求防止責任者の選任の状況による加点 

〇不当要求防止責任者を選任し、選任された責任者が公安委員会によ

る不当要求防止責任者講習を受講した場合 
2 

若年者雇用による加点（直近２ヶ年） 

〇採用時の年齢が 30 歳未満の若者（佐賀県立産業技術学院を卒業した

者は採用時の年齢が 32 歳未満の者）を採用し、３か月以上継続して

雇用され在籍している場合 

2 

担い手確保推進による加点（直近２ヶ年） 

〇大学や工業高校等の学生をインターンシップとして１週間以上（５

日以上）受け入れを実施した場合 
2 

健康づくりの状況による加点 

「さが健康企業宣言」もしくは「がばい健康企業宣言」を行った後、 

〇優良企業として認定され、「認定証」の交付を受けた場合 

〇「宣言証」の交付のみを受けた場合 

 

2 

1 

建築基準法等 

の遵守 

（直近２ヵ年） 

内容 

建築基準法又は建築

士法の違反について

文書による行政指導

を受けた場合 

３ヵ月を超える指名

停止措置を受けた場

合 

３ヵ月以下の指名停

止措置を受けた場合、

又は業務に関する不

誠実な行為を行った

場合 

-15 点 

評価点 -15 -10 -5 

 



 

別表２ 能力点評価表（第３条関係） 

資格 経験年数（資格取得後） 能力点 

一級建築士 
5 年以上 10 

5 年未満 8 

二級建築士 
5 年以上 7 

5 年未満 5 

建築設備士 
5 年以上 9 

5 年未満 7 

注：複数の資格を保有する者については、能力点の高い資格を採用する。 

 


